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序　　　　　文

　ラオス人民民主共和国政府は、豊かな水資源を利用した電力エネルギー開発を民間資本を導入

しつつ推進しています。しかしながら、発電設備、送変電設備及び配電設備は外国資本により建

設されており、外国資本が開発主体となるために建設される電力設備に適用される基準は異なり、

電力系統運用・保守上の問題が生じています。

　ラオス人民民主共和国政府は、こうした状況を改善するために、電力技術基準の整備を計画し、

同基準の整備、並びに同基準の効率的な運用が行える人材の育成を目的としたプロジェクト方式

技術協力を我が国に要請してきました。

　この要請を受け、日本政府は国際協力事業団（JICA）を通じて平成11年３月に事前調査団を

派遣し、案件の妥当性を確認するとともに、プロジェクト方式技術協力の可能性を調査し、併せ

て協力の基本的な枠組みをラオス人民民主共和国側と協議しました。

　これらの調査結果により、プロジェクト実行の可能性が確認されたことを受け、平成11年11月

22日から12月16日の間、短期調査員を派遣し、我が国の協力体制を念頭に置いたうえで、具体的

な協力内容について協議・確認しました。

　上記調査結果を踏まえ、平成12年３月１日から９日まで派遣された実施協議調査団は、協力実

施に際しての具体的な実施体制及び技術協力全体計画について、ラオス人民民主共和国側と詳細

な協議を行い、討議議事録（R/D）に取りまとめて署名・交換しました。これを踏まえて、平成

12年５月から３年間の協力期間にて「電力技術基準整備プロジェクト」を開始しました。

　今次終了時評価調査では、平成15年４月の協力期間終了を控え、プロジェクトの活動実績、管

理運営状況、カウンターパートへの技術移転状況等に関し、評価５項目（妥当性、有効性、効率

性、インパクト、自立発展性）に基づいて分析・評価を行い、ラオス人民民主共和国側と合意の

うえで評価調査表を作成し、プロジェクト終了に向けて協議を行いました。

　本報告書は、同調査団の調査結果を取りまとめたものです。ここに、本調査団の派遣に関しご

協力を頂いた日本国並びにラオス人民民主共和国両国の関係各位に対し、深甚なる謝意を表する

とともに、併せて今後の支援をお願いする次第です。

　平成15年２月

国際協力事業団

理事　望月　　久







略　語　一　覧

C/P：Counterpart

DIC：Department of International Cooperation

DOE：Department of Electricity

EDF：Electricite de France

EDL：Electricite du Laos

IEC：International Electrotechnical Commission

LEPTS：Lao Electric Power Technical Standard

MIH：Ministry of Industry and Handicrafts

M/M：Minutes of Meetings

PD：Project Director

PDM：Project Design Matrix

PM：Project Manager

R/D：Record of Discussions

TOR：Terms of Reference



評価調査結果要約表
Ｉ．案件の概要
国　名：ラオス人民民主共和国 案件名：電力技術基準整備プロジェクト
分　野：電　力 援助形態：プロジェクト方式技術協力
所轄部署：鉱工業開発協力部第二課 協力金額（評価時点）：約３億7,095万円

先方関係機関：工業手工芸省（MIH)、電力局（DOE)、
　　　　　　　ラオス電力公社（EDL）

協力期間：討議議事録（R/D)：
　　　　　　　2000年５月１日～2003年４月30日

日本側協力機関：JICA
１．協力の背景と概要
　　ラオス人民民主共和国（以下「ラオス」と記す）は、豊かな水資源を利用した電力エネルギー開発を、
民間資本を導入しつつ推進している。ラオスの要請に応え、協力期間を３年間とし、2000年５月に開始
された本プロジェクトは、ラオスの実状に即した電力技術基準の整備及び同行政を効率的に行うため、
工業手工芸省（MIH）電力局の行政官育成をめざしている。

　　長期専門家６名（チーフアドバイザー、業務調整、水力土木、発変電、送電、配電）を派遣していた
が、2002年５月に実施したファイナルセミナーにて作成した電力技術基準案を披露し、修正した後、６
名のうち４名（チーフアドバイザー、業務調整員は除く）は、2002年７月上旬に帰国した。その後の約
１年間で電力技術基準の管理、運用に関する技術移転、電力技術基準案の補強、普及等を実施している。

２．協力の内容
　(1) 上位目標
　　　ラオス電力技術基準が法制化される。

　(2) プロジェクト目標
　　　ラオス電力技術基準を整備できる人材が養成される。

　(3) 成　果
　　１．技術基準に必要な情報が収集される。
　　２．技術基準整備に必要な技術が習得される。
　　３．ラオス国に必要な技術基準内容が把握される。
　　４．電力技術基準に関する関心・必要性・内容が普及し始める。

　(4) 投　入
　　〈日本側〉
　　　長期専門家派遣 6名 協力金額総額 約３億7,095万円
　　　短期専門家派遣 23名 （うち、機材供与 約3,321万円）
　　　研修員受入れ 8名 （うち、ローカルコスト負担　約2,556万円）

　　〈相手国側〉
　　　カウンターパート（C/P）配置 17名（PD、PM除く）
　　　土地・施設提供　あり（土地・建物等）
　　　経費総額　約7,655万2,616Kip（約7,655米ドル，１米ドル=１万Kip）C/Pの人件費含まず。

Ⅱ．評価調査団の概要
調査者 担当分野 氏　名 所　属

団長 ：村上　雄祐　JICA鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課課長代理
技術協力計画 ：古堀　俊明　経済産業省原子力安全・保安院電力安全課
電力技術 ：水柿　俊直　社団法人海外電力調査会電力国際センター業務部主任
評価分析 ：豊田　一郎　東洋エンジニアリング株式会社コンサルタント部

シニアコンサルタント
運営管理 ：吉藤　直久　JICA鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課

調査期間 2003年２月３日～2003年２月20日 評価種類：終了時評価



Ⅲ．評価結果の概要
１．評価結果の要約
　(1) プロジェクトの実績
　　　総括的にいえば本プロジェクトは、非常に成功したものであった。上位目標である「ラオス電力技

術基準が法制化される」の達成ともいえるラオス電力技術基準（LEPTS）の施行は、施行準備期間と
して約１年ほどかかるが、そのプロセスに大きな障害となるものはない。プロジェクト目標「ラオス
電力技術基準を整備できる人材が養成される」に関しては、PD、PM及びC/Pはプロジェクト成果を高
く評価している。彼等はプロジェクト目標はほとんど達成されたと判断しており、ラオス電力技術基
準（LEPTS）案がその成果の一つとして作成された。成果に関しても下記４成果が成し遂げられた。

　　　　　成果１：技術基準に必要な情報が収集される
　　　　　成果２：技術基準整備に必要な技術が習得される
　　　　　成果３：ラオス国に必要な技術基準内容が把握される
　　　　　成果４：電力技術基準に関する関心が普及し始める
　(2) 実施プロセス
　　　本プロジェクトの実施のプロセスは、詳細な作業スケジュールに基づき、合理的で組織的に進めら

れた。計画された各活動は、スケジュールどおりに実施され、主な技術移転テーマが完了するたびに、
C/P自らが作成した資料によりプレゼンテーションをさせ、技術テーマの習得レベルが測られた。こう
した運営体制があったため、プロジェクトの全メンバーが明確な目標を共有することができた。また、
外部条件に変更はなく、また、それらがプロジェクト成果達成の妨げになっていないことを確認した。

　　　技術移転において、重要な要素であるC/Pと日本人専門家とのコミュニケーションは、ほぼ毎日もた
れた。このような頻繁なコミュニケーションにより、技術移転をスムーズにそして効率的に行うこと
ができた。C/Pは日本人専門家から技術移転を受け、技術を習得すると同時に日本人専門家の仕事への
取り組み方をも学んだ。

　　１）妥当性「非常に高い」
　　　　1997年に制定された、ラオス電力法により、LEPTSを作成することが規定されている。これから

電力開発が進められていく状況のなかで、様々な基準による設備が乱立するのを避けるために、
LEPTSの施行を急がなければならない。さらに、安全で安定した電力供給は産業界、及び一般家庭
においての重要事項である。日本国政府のラオス援助方針でもインフラ整備に貢献できる人材育成
が強調されている。

　　　　こうしたことから、上位目標及びプロジェクト目標の妥当性は非常に高いものと判断される。し
たがって、本プロジェクトに対するラオス側の満足度は非常に高いものといえる。

　　２）有効性「非常に高い」
　　　　本プロジェクトは、ラオスにおける電力技術基準整備に係る唯一のプロジェクトであり、外部条

件によるプロジェクト遂行の妨げもなく、予定どおり技術移転と、LEPTS案作成を成し遂げた。こ
れらを成し遂げるために必要な成果は下記の４成果にほかならない。

　　　　したがって、本プロジェクト目標と４つの成果は密接につながっており、有効性は非常に高い。
　　　　　成果１「ラオスの技術基準に必要な情報が収集される｡」
　　　　　成果２「ラオスの技術基準整備に必要な技術が習得される｡」
　　　　　成果３「ラオスに必要な技術基準内容が把握される｡」
　　　　　成果４「電力技術基準に対する関心が普及し始める｡」
　　３）効率性「非常に高い」
　　　　専門家の派遣に関しては、そのタイミングは技術移転計画に沿うように行われた。また、派遣さ

れた専門家達の専門性は、経験に裏づけられた非常に実用性が高いものであった。
　　　　また、C/Pの日本での研修も、非常に高い評価を得ている。それは、この研修で新技術を学び、現

場を訪問し、日本の電気設備の技術基準の下で、最新のシステムが、高い安全性をもって運転され
ている様子を体験できたからである。

　　　　さらに、日本側が提供した、機材、参考図書、国際電気標準会議（IEC）基準等は十分に管理さ
れ、活用されている。すべての機材は当初の期待どおりに活用されている。

　　　　C/Pの配置は、その適性を十分考慮して行われ、業務は、技術分野を４つに分け、効率的に遂行で
きるよう各C/Pの業務分担を明確にした。プロジェクト方式技術協力の各スキームを十分生かして、
LEPTS案作成と、その維持・管理に係る技術移転を２年間の期間で効率よく成し遂げた。

　　４）インパクト「非常に大きい」
　　　①正のインパクト
　　　　・LEPTSにより電力の安定供給が実現すれば、ラオス産業界の生産性をあげることにつながる。
　　　　・LEPTSの施行により、感電事故や火災といった事故・災害が大きく減少することとなる。
　　　　・ファイナルセミナーで公表されたLEPTS案により、標準化の気運が、他のセクターへ広がろう

としている。
　　　　・LEPTS案の作成は、近隣諸国に対して電力技術基準を作成することの重要性の認識をもたらし



た。特にカンボジアは、日本の協力の下に電力技術基準作成のための準備を開始した。
　　　②負のインパクト
　　　　・LEPTS実施により電力設備建設コストが上がることが予測される（しかし、電力価格への影響

は、電力システムの効率アップ、リスク低減と建設コストアップのバランスで決まるため、現
時点では明確な結論は出ない）。

　　　③正負のインパクトの総合的な影響
　　　　LEPTS施行により、上記のような正負のインパクトが発生する。仮に、電力価格のアップにつな

がるようなことがあっても、正のインパクトで述べたような効果が期待できるので、LEPTS施行
による社会経済的な利益は、この負のインパクトより非常に大きなものであるといえる。

　　５）自立発展性
　　　　本プロジェクトを経験したC/Pは、プロジェクト終了後も、LEPTSの施行、維持、管理に携わる。

また、LEPTSの施行、維持、管理は、プロジェクト終了後、電力局（DOE）のなかのControl and Monitoring
Divisionが行うことになっており、体制には問題がない。C/Pの技術力は現時点においてLEPTSの施
行、維持、管理に必要な知識、技術を習得し、今後はその運用経験を積むことで更なる能力向上が
期待される。また、C/Pの定着に関しても、彼等はDOE、EDLの職員であることの誇り及び仕事への
高いモチベーションをもっているため、その定着は確実なものといえる。

　　　　一方、プロジェクト終了後の予算に関して、DOEはLEPTSの施行、維持、管理に必要な予算は確
保していくことを明言している。さらに、主な供与機材は図書及びIEC標準といった参考文献であ
る。したがって、メンテナンスコストが負担になるようなことはない。

　　　　PD、PMはLEPTSが、今後のラオスの電力セクター発展に必要不可欠なものであることを認識し
ており、プロジェクト終了後は、その法制化に注力する。ラオス側のオーナーシップは非常に高い。

２．効果発現に貢献した要因
　(1) 計画内容に関すること
　　　専門家派遣のタイミングと各専門家の経験に基づいた技術、知識が、まさにラオス側が求めていた

ものであったこと。
　(2) 実施プロセスに関すること
　　・C/Pと専門家のコミュニケーションが頻繁にとられたこと。
　　・LEPTS案の英語版からラオス語版への翻訳実施にC/P全員がかかり、C/Pが更に一層LEPTS案の内容

を深く理解することができたこと。

３．問題点及び問題を惹起した要因
　(1) 計画内容に関すること
　　　ラオス側の書類管理が悪く、既設電力設備のデータ収集、及び入手できないデータの補完に困難が

伴ったこと。
　(2) 実施プロセスに関すること
　　　特になし。

４．結　論
　　ラオス政府の電力基準整備の推進政策に基づき、PD、PM及び日本人専門家たちが、高いモチベーショ
ンを保ちながら、本プロジェクトを推進してきたこと、また、投入がタイミングよく行われたことも、
LEPTS案作成とC/Pへの技術移転という両目的を達成することができた大きな要因である。

５．提　言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言）
　　DOEと電力公社（EDL）に対し、下記の提言を行った。
　(1) LEPTSを維持・管理・普及するためのグループを結成すること。
　(2) 各県の電力行政官と電力分野のエンジニアに対してトレーナー養成のためのトレーニングを実施す

ること。
　(3) 特に、EDLはLEPTSの法制化へのプロセスに注目し、必要な場合には法制化促進のための行動をとる

こと。
　(4) 事故及び故障のデータを収集し、それらを分析してLEPTSに反映することにより、より完成度の高

い電力技術基準に改定していくこと。
　(5) LEPTSに係る規則並びにガイドラインを作成すること。
　(6) 日本国政府により供与された書籍、海外の電力基準、機材を、LEPTSの維持管理のために積極的に

利用すること。

６．教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘、形成、実施、運営管理に参
考となる事柄）



　(1) 制度支援
　　　あるセクターの制度支援プロジェクトを実施する前には、その当該国政府の開発計画におけるセク

ター開発政策に合致しているか、さらにそのセクターにおける重要度、及びプロジェクト開始のタイ
ミングが非常に重要となる。

　(2) 組織化された実施体制
　　　プロジェクトは、計画、実施、そして定期的に活動や成果をモニタリングするための運営体制を確

立する必要がある。このような運営体制の確立が、限られた期間内で質の高い技術移転を行うために
必要となる。

　(3) 基準の自国語への翻訳
　　　基準を自国語へ翻訳することは、C/Pが基準を更に深く理解するために非常に効果的な技術移転方法

である。
　(4) 強力な国内からの支援
　　　本プロジェクトの成果達成は、日本国内の電力会社等をメンバーとする国内支援委員会による周到

かつ効果的な協力に負うところが大きい。さらに、経済産業省原子力安全・保安院の技術的助言も得
ることができた。国内支援委員会の事務局を務めた海外電力調査会が、プロジェクト実施に必要な支
援のための関係者間の調整を行った。
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第１章　終了時評価調査の概要

１－１　調査団派遣の背景と目的

　ラオス人民民主共和国（以下「ラオス」と記す）は約2000万 kW 程度の包蔵水力発電能力を

有しており、これを活用した電力エネルギー開発は民間資本を導入しつつ、急速な進展が見込ま

れている。現在、数多くの水力発電及び送変電設備プロジェクトが計画されている。また、発電

設備、送変電設備等の電力設備の多くは、外国資本により建設されており、それぞれの国の基準

で建設されているため、電力系統運用上、設備によって絶縁性能が異なり、系統事故時に効率的

な運用ができないなどの様々な問題が生じている。

　こうした状況を改善するためには、ラオスの実状に即した技術基準の整備、及び同技術基準の

効率的な運用が行える人材の育成が急務である。

　このような状況からラオス政府は、同国の実状に即した電力技術基準行政を効率的に行うため

の行政官育成を目的として、我が国政府に対してプロジェクト方式技術協力を要請してきた。

　かかる状況を踏まえ、先方の要請の背景および内容の詳細並びに実施体制を把握したうえで、

プロジェクト方式技術協力の可能性を確認するため、事前調査団を1999年３月に派遣した。また、

プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）により、協力内容を協議するとともに、ラオ

ス電力設備に関する技術的な調査を行うため、1999年11月22日から12月16日の間に短期調査を

行った。さらに、2000年３月に実施協議調査団を派遣し、R/D に署名し、2000年５月１日より

３年間の協力を開始している。

　2001年８月６日から９月４日の間には、運営指導調査団を派遣し、中間評価を実施した。2002

年５月には、ファイナルセミナーにて電力技術基準案を披露し、必要に応じてそれを修正したあ

と、６名の長期専門家（チーフアドバイザー、業務調整、水力土木、発変電、送電、配電）のう

ち、４名（チーフアドバイザー、業務調整は除く）は同年７月上旬に帰国した。2002年６月11日

から６月27日の間には、運営指導調査団を派遣し、４名の長期専門家が帰国する直前までの評価

を実施した。その後の約１年間の協力期間では、短期専門家等により、電力技術基準の管理、運

用に関する技術移転、電力技術基準案の補強、広報・普及等を実施している。

　本調査では、2003年４月30日の協力期間終了を控え、終了時評価を実施するとともに、今後の

対応策について協議し、また、その結果について両国政府関係機関に報告、提言することを目的

とする。
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１－２　調査団の構成と調査期間

　(1) 調査団の構成
氏　名 担当分野 所　　属

村上　雄祐 団　長 JICA鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課課長代理
古堀　俊明 技術協力計画 経済産業省原子力安全・保安院電力安全課
水柿　俊直 電力技術 社団法人海外電力調査会電力国際センター業務部主任

豊田　一郎 評価分析
(コンサルタント)

東洋エンジニアリング株式会社コンサルタント部
シニアコンサルタント

吉藤　直久 運営管理 JICA鉱工業開発協力部鉱工業開発協力第二課

　(2) 調査日程

調査日程日
　
順

月　日
曜
　
日 調査団本体 コンサルタント団員（評価分析）

宿泊地

１ ２月３日 月 移動　成田→バンコク（15:45） バンコク
２ ２月４日 火 移動　バンコク→ヴィエンチャン（9:30）

（AM）JICA事務所打合せ（評価方針の
確認）

（PM）プロジェクト打合せ
　　　 評価作業

ヴィエンチャン

３ ２月５日 水 評価作業 ヴィエンチャン
４ ２月６日 木 評価作業 ヴィエンチャン
５ ２月７日 金 評価作業 ヴィエンチャン
６ ２月８日 土 評価資料作成 ヴィエンチャン
７ ２月９日 日 評価資料作成 ヴィエンチャン
８ ２月10日 月 移動　成田→バンコク（15:45） 評価作業

バンコク
ヴィエンチャン

９ ２月11日 火 移動　バンコク→ヴィエンチャン（9:30）
コンサルタント団員からの結果報告、団
内打合せ
プロジェクト専門家インタビュー

調査結果の取りまとめ、調査団本体に対
する報告

ヴィエンチャン

10 ２月12日 水 （AM）JICA事務所打合せ（評価実施方針の確認）
（PM）MIH打合せ（評価方法論の説明、評価調査方法のすりあわせ、調査日程の調

整、調査先の確定）
　　　 DOE打合せ（評価方法論の説明、評価調査方法のすりあわせ）
　　　 日本国大使館打合せ（評価実施方針の説明）

ヴィエンチャン

11 ２月13日 木 （AM）個別専門家（水力発電及び保守、電力システム開発）インタビュー
（PM）団内打合せ

ヴィエンチャン

12 ２月14日 金 ラオス側評価団との打合せ ヴィエンチャン
13 ２月15日 土 ミニッツ（M/M）案、合同評価報告書案作成 ヴィエンチャン
14 ２月16日 日 ミニッツ案、合同評価報告書案作成 ヴィエンチャン
15 ２月17日 月 ラオス側評価団とミニッツ案、合同評価報告書案協議 ヴィエンチャン
16 ２月18日 火 （AM）合同調整委員会、ミニッツ・評価報告書署名・交換

（PM）（DIC)、JICA事務所、日本国大使館報告・今後の対応に係る意見交換
ヴィエンチャン

17 ２月19日 水 移動　ヴィエンチャン→バンコク→ 機中泊
18 ２月20日 木 →成田（7:30）
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　(3) 主要面談者

　　(1) 日本側

　　　１）JICAラオス事務所

　　　　Mr. Hidetaka NISHIWAKI Resident Representative

　　　　Mr. Shuichi IKEDA Deputy Resident Representative

　　　　Mr. Shunsuke SAKUDO Assistant Resident Representative

　　　　Mr. Masatoshi KAIMASU Project Formulation Advisor

　　　２）プロジェクト

　　　　Dr. Shigenori KURODA Chief Advisor

　　　　Mr. Masaaki DOI Coordinator

　　　３）JICA個別専門家

　　　　Mr. Naoto OKAWA To Committee for Planning and Cooperation 

(CPC)

　　　　Mr. Azuma TSUNODA To Department of Electricity (DOE)

　　　　Mr. Keiichi SATO To Electricite du Laos (EDL)

　　　４）在ラオス日本国大使館

　　　　Mr. Kazunori KAWADA First Secretary

　　(2) ラオス側

　　　１）（MIH）

　　　　H. E. Dr. Nam VIYAKETH Vice Minister

　　　　Dr. Somboune MANOLOM Director of Cabinet

　　　　Mr. Khamsing NGONVORARATH Advisor

　　　　Mr. Chantho MILATTANAPHENG Division Chief, Social and Environment Management 

Division, DOE

　　　２）（EDL）

　　　　Mr. Viraphonh VIRAVONG General Manager

　　　３）プロジェクト

　　　　Mr. Houmphone BULYAPHOL Project Director
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　　　　Dr. Somboune MANOLOM Project Manager

　　　　Mr. Phonesavanh PHIMMASONE Full-time Counterpart in Hydropower Civil Engineering

　　　　Mr. Sisoukan SAYARATH Full-time Counterpart in Hydropower Plant/Substation

　　　　Mr. Phetsavanh RATTANATHONGXAY Full-time Counterpart in Transmission

　　　　Mr. Houmphan VONGPHACHAN Full-time Counterpart in Distribution

　　　　Mr. Vanhdy VILAYSANE Full-time Counterpart in Distribution

　　　　Mr. Phoukhong SENGVILAY Part-time Counterpart in Hydropower Civil Engineering

　　　　Mr. Vantheva BOUKHASITH Part-time Counterpart in Hydropower Civil Engineering

　　　　Mr. Viengsay CHANTHA Part-time Counterpart in Hydropower Plant/Substation

　　　　Mr. Khampha SIRIVONG Part-time Counterpart in Hydropower Plant/Substation

　　　　Mr. Douangpy SOUVANNACHITH Part-time Counterpart in Hydropower Plant/Substation

　　　　Mr. Khamso KOUPHOKHAM Part-time Counterpart in Transmission

　　　　Mr. Vithounlabandid THOMMABOUT Part-time Counterpart in Transmission

　　　　Mr. Sengkham THANIVONG Part-time Counterpart in Transmission

　　　　Mr. Thammanoune NAKHAVITH Part-time Counterpart in Distribution

　　　　Mr. Na NAOPHAKDY Part-time Counterpart in Distribution

　　　　Mr. Mixay CHITTARATH Part-time Counterpart in Distribution

　　　　Mr. Maypheth PHONPHILA Part-time Counterpart in Distribution
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第２章　対処方針と調査・協議結果

調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果
１　評　価
1-1 目　的 　2003年４月30日の協力期

間終了を控え、評価５項目
（妥当性、有効性、効率性、
インパクト、自立発展性）
の観点からプロジェクトの
これまでの活動実績、C/Pへ
の技術移転状況に関し、当
初計画に照らし合わせた評
価を行う。さらに、評価結
果を踏まえ、プロジェクト
終了までに問題解決を図る
ための必要措置を含む、今
後のプロジェクトの取り進
め方について協議する。ま
た、評価結果から、今後の
協力のあり方等に資する提
言及び類似案件に対する教
訓等を導き出す。

　JICA事業評価ガイドライ
ンに沿って、評価５項目に
ついて、日本側・ラオス側
共同で評価を行った結果、
本プロジェクトは順調に推
移しており、５項目全てに
おいて高い評価であった。
　プロジェクト目標である
「ラオス電力技術基準を整
備できる人材が養成され
る」は、プロジェクト活動
をとおして達成される見込
みであり、本プロジェクト
は予定どおり2003年４月30
日に終了することで日本
側・ラオス側双方で合意
し、ミニッツに記載した。

1-2 方　法 　JICA事業評価ガイドライ
ンに沿った評価を行う。こ
れは以下の５項目の観点で
評価を行い、結論、提言、
教訓を導き出すものであ
る。
　(1) 妥当性
　ラオス側のニーズとの整
合性はあるか、日本の援助
事業としての妥当性はある
かを調査する。

　(2) 有効性
プロジェクトの実施によ

り、期待される効果が得ら
れたか、プロジェクトは有
効であったといえるかを調
査する。また、プロジェク
トの有効性に影響を与えた
貢献・阻害要因を調査す
る。

　(3) 効率性
　投入された資源量に見
合った成果が実施されてい
るか、プロジェクトは効率
的であったといえるかを調
査する。

（評価結果の詳細は第３章､
３－２参照）

　妥当である。

　有効であった。

　高い。
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果

1-3 手　順

　(4) インパクト
　プロジェクト実施によ
り、間接的・波及効果はあっ
たか、プロジェクトはイン
パクトを生み出したといえ
るかを調査する。また、上
位目標の達成に影響を与え
る貢献・阻害要因は何か、
プラス・マイナスの影響を
もたらした要因は何かを調
査する。

　(5) 自立発展性
　プロジェクトの効果は協
力終了後も持続していくか
を調査する。また、自立発
展に影響を与える貢献・阻
害要因は何かを調査する。

　今次の評価の作業は大き
く分けて次の２項目から成
る。

　(1) コンサルタント団員
（評価分析）が派遣前
及び派遣中に、評価の
ための情報を収集し、
調査結果をとりまと
め、他の団員へ報告す
る｡

　(2) 残りの団員が、報告
を受けた評価結果の内
容につき、ラオス側と
協議し、合意を得る。

なお、詳細は以下のとお
りである。

　(1) コンサルタント団員
（評価分析）

　１）派遣前
　　①　関係資料・参考文

献の収集・整理及び
国内関係者・技術団
員からの情報収集を
行う。

　正のインパクトが負のイ
ンパクトをはるかにしの
ぐ。

　高い。

　左の手順に従い、評価作
業を実施した。
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果 

    ② 現行「PDM0」の概
要、指標、指標データ
入手手段、外部条件の
検討・整理を行い、終
了時評価用「PDMe 

   （和文・英文))（案）
を作成する。 

 
 
 
 
 
 
  ③ 評価項目を検討し､

｢評価グリッド (和
文・英文)｣（案）を作
成し、既存の資料や
国内関係者から入手
可能な情報データを
記入する。 

  ④ 「評価グリッド」
を基に、ラオス側実
施機関関係者、日本
人専門家、ラオス人
C/P等の関係者に対
する質問事項を整理
し、それぞれ質問票
（案）を作成する。 

 
 ２）派遣中 
  ① 上記の質問票を基

に関係者にヒヤリン
グを行い、質問票及び
回答の整理を行った
うえで、計画達成度・
評価５項目に基づく
調査事項・効果発現要
因、問題を惹起した要
因に関し、関係者への
ヒヤリング、関連情報
及び資料等の収集を
行い､「評価グリッド」
により、収集データ整
理・分析を行う。 

  ② 評価５項目に関す
る調査結果をまと
め、合同評価報告書
（英文)（案）を作成
する。 

 今回の終了時評価におい
ては、４人の長期専門家が
帰国した2002年７月以降の
活動に注目する必要があっ
たため、現行「PDM0」に成
果４「電力技術基準に関する
関心・必要性・内容が普及し
始める｣（｢The Lao Electric 
Power Standard starts to be 
disseminated.｣）を付け加え、
それに関連する活動、指標及
び指標データ入手手段も付
け加えた。 
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果
　３）帰国後
　　①　現地調査で得られ

た情報、データを整
理・分析する

　　②　終了時評価報告書
の５項目評価結果の
作成及び終了時評価
結果要約表の取りま
とめに協力し、合同
評価報告書（和文）
(案)を作成する。ま
た、調査報告書の取
りまとめに協力す
る。

　(2) 官団員
　１）派遣前の作業
　　　コンサルタント団員

が作成した評価グリッ
ド（案)、質問票（案）
について検討し、必要
に応じて、修正を行
い、完成させる。

　２）派遣中の作業
　　　必要に応じ、さらに

情報収集を行い、合同
評価報告書（案）修正
を行い、またラオス側
と内容の確認を行い、
完成させる。
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果
２　今後の
　活動計画

2-1 投　入
〈日本側投入〉
　(1) 専門家派遣

　(2) 機材供与

　(3) 研修員受入
れ

〈ラオス側投入〉
　(1) C/P配置

　今後、供与予定の機材は
なし。

　今後の研修員の受入れの
予定なし。

　残余協力期間内の協力方
針、協力終了後の対処方
針、その他特記事項につい
てラオス側と協議・確認
し、必要に応じてミニッツ
に記載する。

　現在派遣中及び派遣予定
の専門家について確認し、
投入実績とともに合同評価
報告書に添付する。

　左記について確認し、投
入実績とともに合同評価報
告書に添付する。

　左記について確認し、投
入実績とともに合同評価報
告書に添付する。

現時点のC/Pの配置状況
及びプロジェクト終了まで
の配置予定を確認し、投入
実績とともに合同評価報告
書に添付する。

　ラオス側から、LEPTS案
の法制化を側方支援するた
めの長期専門家の派遣を要
請された。また、LEPTS案
の「電気使用場所の施設」
に含まれる条文を理解でき
る技術者がラオス国内に非
常に少ないため、これに関
するガイドライン作成のた
めの短期専門家の派遣を要
請された。
　これに対して、本調査団
はラオス側の要請の必要性
は理解したが、この調査団
の目的を説明し、新たな要
請についてはコミットする
立場にないとしたうえで、
先方から要請があった旨を
日本の関係者に報告するこ
とをミニッツに残した（詳
細は第４章、４－３参照）。

　投入実績、今後の予定を
合同評価報告書に添付し
た。

　左記について確認し、投
入実績を合同評価報告書に
添付した。

　2003年３月に、３名の研
修員受入れを実施する予定
であり、投入実績とともに
合同評価報告書に添付し
た。

　投入実績及び現状を確認
し、合同評価報告書に添付
した。現状のC/Pがプロジェ
クト終了まで配置される予
定であることを確認した。

　(2) 予　算 現時点でのプロジェクト
終了までの予算を確認し、
投入実績とともに合同評価
報告書を添付する。

左記について確認し、合
同評価報告書に添付した。
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調査・協議項目 現状及び問題点 対処方針 調査・協議結果
　(3) 施設・設備 2002年６月の運営指導調

査時に執務室等を訪問し、
問題ないことを確認してい
る。

左記の配置について確認
し、プロジェクト終了まで
の継続配置をラオス側と合
意し、合同評価報告書に記
載する。

左記について確認し、執
務室及び供与図書が保管さ
れている図書室の図面を合
同評価報告書に添付した。

2-2 今後のプロ
ジェクトの実施
体制

　技術基準の法制化、国際
規格のフォローアップ等も
含めた技術基準の維持・改
正を行う体制づくりが必要
である。

左記について確認し、可能
であれば、具体的な体制に
ついて協議し、合同評価報
告書、若しくはミニッツに
添付する。

　D O E内の C o n t r o l  a n d
Monitoring Divisionがラオス
電力技術基準の維持・管理
を担当することになる旨を
確認し、ミニッツに添付
した。

2-3 プロジェク
ト終了後の協力

　プロジェクト終了後に、
同分野で引き続き次のよう
な協力（活動）を要請され
ている（要請協力期間：2003
年５月～2004年４月)。
　・技術基準に定める屋内

配線ガイドラインを整
備する。

　・技術基準に定める水力
土木、水力発変電、送
電、配電の分野につい
てガイドラインを整備
する。

　・新規設備及び既存設備
（リハビリ、小水力を
含む）に技術基準を適
用する。

　・主任技術者の養成と講
座プログラムを整備す
る。

　左記についてラオス側の
再要望があった場合、内容
を確認してくる。仮に案件
が採択になったとしても、
その後の手続き等で協力開
始は早くとも年度後半にな
る見込みであることを説明
する。
　先方より強い要望がない
限り、ミニッツには記載し
ないことにする。

　ラオス側から、LEPTS案
の法制化を側方支援するた
めの長期専門家の派遣を要
請された。また、LEPTS案
の「電気使用場所の施設」
に含まれる条文を理解でき
る技術者がラオス国内に非
常に少ないため、これに関
するガイドライン作成のた
めの短期専門家の派遣を要
請された。
　これに対して、本調査団
はラオス側の要請の必要性
は理解したが、この調査団
の目的を説明し、新たな要
請についてはコミットする
立場にないとしたうえで、
先方から要請があった旨を
日本の関係者に報告するこ
とをミニッツに残した（詳
細は第４章、４－３参照)。
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第３章　終了時評価の方法と評価結果

３－１　調査方法

　JICA 事業評価ガイドラインに沿って、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

自立発展性）について評価を行い、結論、提言、教訓を導き出した。

３－２　プロジェクトの実績

　総括的にいうと、本プロジェクトは非常に成功したものであった。

　上位目標である「ラオス電力技術基準が法制化される」の達成ともいえる LEPTS の施行は施

行準備期間として約１年ほどかかるが、そのプロセスに大きな障害となるものはない。

　プロジェクト目標「ラオス電力技術基準を整備できる人材が養成される」に関しては、PD、PM

及び C/Pはプロジェクト成果を高く評価している。彼らはプロジェクト目標はほとんど達成され

たと判断しており、LEPTS 案がその成果の一つとして作成された。成果に関しても下記の４成

果が成し遂げられた。

　　成果１：技術基準に必要な情報が収集される

　　　　　　日本人専門家及び C/Pが、既設発電所を訪問しても設計時の書類や図面の管理が悪

く、データ収集は困難なものとなった。各発電所とも同様な状況であったため、

LEPTS 作成に必要なすべてのデータを得ることはできなかった。したがって、設

計データが得られなかった場合、日本や他国、国際基準等を参考にし、ラオスの状

況に合うように注意を払いながらデータを推定した。

　　成果２：技術基準整備に必要な技術が習得される

　　　　　　C/P と日本人専門家の LEPTS 案の共同作成作業は C/P の LEPTS 案に対する理解を

促進した。C/P は LEPTS 案を確立し、維持していけるだけの十分な技術を習得し

た。

　　成果３：ラオス国に必要な技術基準内容が把握される

　　　　　　既設発電所に関する情報収集に困難があったにもかかわらず、プロジェクトメン

バーは国際的な水準のみならず、ラオスの国情にも合致した LEPTS案を作成した。

LEPTS 案（全184条）は水力土木、発変電、送電、及び配電といった水力発電に係

る分野を総括的にカバーしている。

　　成果４：電力技術基準に関する関心が普及し始める

　　　　　　スムーズに LEPTS を施行するために重要なものは、LEPTS の普及である。LEPTS

は電力セクター関係者に認識されなければならない。LEPTS の普及を目的としてプ

ロジェクトメンバーは、ラオス国内北部と南部でルーラル・ワークショップを計画・
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実施した。プレゼンテーション資料の入念な準備でそのワークショップに臨み、大

きな成功を収めた。とりわけワークショップにおける質疑応答のセクションでは、

非常に活発な参加者からの質問及び C/Pからの適切な回答が行われたことは特筆に

値する。

　　　　　　LEPTSの普及は成功のうちに開始された。

３－３　実施プロセス

　本プロジェクトの実施のプロセスは、詳細な作業スケジュールに基づき、合理的で組織的に進

められた。計画された各活動は、スケジュールどおりに実施され、主な技術移転テーマが完了す

るたびに、C/P 自らが作成した資料によりプレゼンテーションをさせ、技術テーマの習得レベル

が測られた。こうした運営体制があったため、プロジェクトの全メンバーが明確な目標を共有す

ることができた。また、外部条件に変更はなく、それらがプロジェクト成果達成の妨げになって

いないことを確認した。

　技術移転において、重要な要素である C/Pと日本人専門家とのコミュニケーションはほぼ毎日

もたれた。このような頻繁なコミュニケーションにより、技術移転をスムーズにそして効率的に

行うことができた。C/P は日本人専門家から技術移転を受け、技術を習得すると同時に、日本人

専門家の仕事への取り組み方をも学んだ。

３－４　調査結果

　(1) 評価５項目による評価結果

　　１）妥当性

　　　　PDM に定義されているプロジェクト目標は、ラオスのニーズ及び日本政府のラオスへ

の援助方針と合致しており、プロジェクト目標の妥当性は高いものと判断される。

　　　　ラオス電力法は、LEPTS を制定することを規定している。LEPTS の施行は、電力の安

定供給と信頼性を確保し、国民の安全でより高い利便性を保障するため生活水準の向上に

寄与し、更に産業界のより高い生産性に貢献するものである。したがって、LEPTS の施

行は、ラオスにおける緊急で必要不可欠な課題となっている。

　　　　一方、日本の政策との妥当性については、日本政府の重要援助項目のなかの、インフラ

整備に貢献できる人材育成と合致する。

　　２）有効性

　　　　本プロジェクトは、各成果がプロジェクト目標達成に密接につながっており、その有効

性は非常に高い。
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　　　　本プロジェクトはラオスにおける LEPTS 整備に係る唯一のプロジェクトであり、その

成果である既設電力設備等のデータ収集、LEPTS の技術内容把握、LEPTS の維持管理に

必要な技術の習得、LEPTS 案の広報・普及の各成果は、すべて有効に生かされ、機能し

ている。外部条件によるプロジェクト目標達成の阻害も起きていない。

　　３）効率性

　　　　本プロジェクトは、投入されたものが無駄なく有効に成果につながっており、非常に高

い効率性を示している。

　　　　日本側投入である専門家派遣、機材供与、C/P研修と、ラオス側の主要な投入である C/P

人材とが相乗効果を発揮し、限られた期間に技術移転と LEPTS 案作成という２つの事柄

を成し遂げた。

　　４）インパクト

　　　　LEPTS案が施行された場合は、以下のようなインパクトが予見される。

　　　　正のインパクト：

　　　　　・安定した電力供給による産業界の生産性向上、ひいてはラオス産業界の活性化に寄

与する。

　　　　　・電気使用場所の電気設備が LEPTS に規定されており、工場、一般家庭等での人身

事故、火災等が減少し、より利便性が高まる。

　　　　　・電力分野以外でも、基準作成の気運が高まる。

　　　　負のインパクト：

　　　　　・基準を満たさない不良設備は排除されるため、電力設備の投資額が増えるかもしれ

ない（しかしながら、電力価格への影響は、電力システムの効率アップ、リスク低

減と建設コストアップのバランスで決まるため、現時点では明確な結論は出ない）。

　　　　上記のような負のインパクトがあるものの、社会経済性というマクロ視点からみると、

正のインパクトが負のインパクトをはるかにしのぐ効果をもつ。

　　５）自立発展性

　　　　技術基準はラオス電力セクター全体に影響力をもつ、国の統一した規則、規制である。

　　　　プロジェクト終了後は、ラオス電力技術基準の維持・管理は DOE が担当し、公平で公正

な電力行政が実施される。そのために必要な予算は、DOE が確保することとなっている。

また、本プロジェクトにおいて電力技術基準の維持管理に係る技術力を身につけた C/P は
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全員、LEPTSの運用に引き続きかかわる予定である。

　　　　本プロジェクトの自立発展性、すなわち上位目標である LEPTS 法制化に関して、今後

の活動内容とそのスケジュールを以下のように確認した。

　　　　LEPTS 案はラオス語への翻訳終了後（2003年２月完了予定）、法務省、科学技術環境庁

等に提出される。この段階で LEPTS 案とかかわりをもつ既存の法律との整合性が確認さ

れる。その過程において DOE は、コメント及び質問を受ける。質問への回答、及び必要

であれば関係省庁との協議のあと、コメントを LEPTS案に反映させる。

　　　　上記段階を経た後、LEPTS 案は閣議に提出され、正式な電力技術基準として承認され

る。

　　　　本プロジェクトの PD 及び PM は、上記手続きには約１年程度の期間を必要とするが、

大きな障害はないものと判断している。

　(2) 結　論

　　　LEPTS 案の作成及びその運用管理指導をとおして、C/Pは技術基準の役割、機能、影響力

等に関するしっかりした知識を身につけた。完成した英語版の LEPTS 案をラオス語に翻訳

する作業が開始されてから、彼らの LEPTS 案に対する理解度は更に大きく進歩を遂げた。

このように本プロジェクトは大きな成功を収めており、その数多くの要因のなかで特に重要

なものは、モチベーションの高い C/P と、日本人専門家の協力及び適切な機材供与である。

ラオス政府の電力技術基準施行に対する強力な取り組みと期待は、本プロジェクトの成果を

より高いレベルに引き上げるものと判断される。

　(3) 提　言

　　１）DOE と EDL は LEPTS を維持・管理・普及するためのグループを結成することが望ま

れる。

　　２）DOE と EDL は LEPTS の適用のため、各県の電力行政官と電力分野のエンジニアに対

してトレーナー養成のためのトレーニングを実施することが望まれる。

　　３）EDL は LEPTS の法制化へのプロセスに注目し、必要な場合には法制化促進のための行

動をとることが望まれる。

　　４）DOE と EDL は、事故及び故障のデータを収集し、それらを分析し LEPTS に反映する

ことにより、更に完成度の高い LEPTSに改定していくことが望まれる。
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　　５）DOEと EDLは、LEPTSに係る規則並びにガイドラインを作成することが望まれる。

　　６）DOE と EDL は、日本政府により供与された書籍、海外の電力基準、機材を、プロジェ

クト終了後も LEPTSの維持管理のために、積極的に利用することが望まれる。

　(4) 教　訓

　　　調査団は、以下の諸点を今後行われる同様のプロジェクトへの教訓として指摘する。

　　１）制度支援

　　　　あるセクターの制度支援プロジェクトを実施する前には、その当該国政府の開発計画に

おけるセクター開発政策に合致しているか、更にそのセクターにおける重要度及びプロ

ジェクト開始のタイミングが非常に重要となる。

　　２）組織化された実施体制

　　　　プロジェクトは、計画、実施、そして定期的に活動や成果をモニタリングするための運

営体制を確立する必要がある。このような運営体制の確立が、決められた期間内で質の高

い技術移転を行うために必要となる。

　　３）基準の自国語への翻訳

　　　　基準を自国語へ翻訳することは、C/P が基準を更に深く理解するために、非常に効果的

な技術移転方法である。

　　４）強力な国内からの支援

　　　　本プロジェクトの成果達成は、日本国内の電力会社等をメンバーとする国内支援委員会

による周到、かつ効果的な協力に負うところが大きい。さらに、経済産業省原子力安全・

保安院の技術的助言も得ることができた。国内支援委員会の事務局を務めた海外電力調査

会が、プロジェクト実施に必要な支援のための関係者間の調整を行った。
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第４章　調査団所見

　本件調査団は2003年２月４日から18日の間、先方実施機関である DOE をはじめとした関係機

関と協議を実施し、その結果をミニッツ及び合同評価報告書に取りまとめ、２月18日に署名・交

換を行った。概要・所感につき下記のとおり報告する。

４－１　現行プロジェクト「ラオス電力技術基準整備プロジェクト」終了時評価について

　JICA 事業評価ガイドラインに沿って、評価５項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、

自立発展性）について日本側・ラオス側共同で評価を行った結果、本プロジェクトは非常に順調

に推移しており、５項目すべてにおいて高い評価であった。

　プロジェクト目標である「ラオス電力技術基準を整備できる人材が養成される」は、主に LEPTS

案の作成、及びその運用・管理・指導等のプロジェクト活動をとおして達成される見込みであり、

本プロジェクトは予定どおり2003年４月30日に終了することで日本側・ラオス側双方で合意した。

　具体的には、特に LEPTS 案の作成過程で、C/P は技術基準の定義、機能、影響力に関する確

固たる知識を習得しており、特に英語版の LEPTS 案をラオス語に翻訳する作業を通じて、同技

術基準案に対する理解度は一層深まったといえる。ラオス語版の LEPTS 案は2003年２月末に完

成予定である。

４－２　法制化について

　LEPTS 案の法制化については、法令の内容・重要度によって、①工業手工芸大臣が省令とし

て定める方法、②閣議の承認を得て政令として布告する方法、及び③国会の承認を得て法律とし

て立法化する方法の３通りが考えられる。今回、どの方法により法制化するかは、正式に決定は

されていないが、上記②の方法により法制化される見込みが高い。今後、ラオス語版の LEPTS

案が完成次第、法務省、科学技術環境庁等関係省庁との協議、閣議における協議を経て、正式な

電力技術基準として承認されることとなる。

　下記４－３、②項にある次期要請案件「電力セクター行政官及び技術者養成プロジェクト」の

基本的な開始の前提となるであろう法制化の時期については、PD 及び PM によれば、法制化す

るにあたって大きな支障はなく、今後１年をめどに法制化される見込みであり、左記達成に向け

て努力するとの説明であった。ミニッツ及び合同評価報告書にもその旨を記載しており、１年以

内に法制化できるかどうかは、今後の推移を見守る必要があるが、早晩法制化は実現するものと

思われる。
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４－３　次期協力要請について

　上記のとおり、本プロジェクトに関しては予定どおり2003年４月30日に終了することとなる。

　しかしながら、ラオス側、JICA ラオス事務所及びプロジェクトチームより引き続き、協力の

要請があった。調査団としては次期協力要請の実施について、何ら決定権はないものの、調査団

の意見としては LEPTS案の整備だけでなく、LEPTS案の法制化の側面支援、屋内配線分野のフォ

ローアップ及び LEPTS 案の実際の運用のための人材育成については、引き続き協力の必要性は

認められるため、日本に帰国後、ラオス側の要請内容を日本側関係機関に伝えるとともに、その

必要性に関する調査団見解を日本側関係機関に対して説明することとした。

　次期協力要請内容は、下記のとおり大きく２つに分類される。

　(1) 現行プロジェクトのフォローアップ

　　　現行プロジェクトで達成される見込みのプロジェクト目標「ラオス電力技術基準を整備で

きる人材が養成される」を上位目標「ラオス電力技術基準が法制化される」につなげるため、

下記要請があった。

　　　下記①、②項については、既に2003年度技術協力プロジェクト新規要請案件として JICA

本部に正式要請書が提出されているが、現在のプロジェクト終了後、可能な限り期間をあけ

ることなく、開始したいという現地の意向から、フォローアップの形態による専門家派遣の

要請があったものである（要請書から内容は一部変更されている）。

　　　実施の必要性の可否、実施方法、専門家 TOR、派遣期間等の協力内容については、調査

団帰国後、日本側関係機関と協議のうえ決定することとなるが、下記の必要性については再

度現地側で整理のうえ、JICA ラオス事務所から JICA本部に必要な要請文書を上げてもらう

こととした。

　　①電力技術基準制度化支援専門家（長期専門家　２年×１名、C/P研修等）

　　　電力技術基準の「法制化に向けた支援」、「電力セクター全体の協力のための調整、助言活

動」及び「法制化後の技術基準管理体制の確立」等の制度支援が主な TOR。

　　　本専門家を派遣する場合は、プロジェクトのフォローアップ専門家、又は既に後任要請の

上っている長期専門家（要請分野は水力発電土木、実際の TOR は MIH 配属のアドバイ

ザー）に上記 TORを追加し、対応する２通りが考えられる。

　　【技術的観点からの評価】

　　　・法制化に向けた支援

　　　　本プロジェクトにより確立された LEPTS 案を制度化するにあたっては、その過程にお

いて、関係省庁、業界団体をはじめ、国民的合意と支持を得ることが必要不可欠である。
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また、基準制定後、DOE が設計審査を行うにあたって事前届出を必要とする各種計算

書類の精査等、関係法令の整備も必要となる。これらは、基本的にラオス側の自助努力

により実施すべきところであり、ラオス側は、当該過程においては大きな障害はないも

のと明言している。しかしながら、本件は新たな制度の導入であるとともに、従来の方

法、習慣等の違いもあることから、容易にいかないことも想定される。

　　　　ラオス側は本プロジェクトで移転された技術力を十分に活用することで、対外交渉及び

関係法令の整備等を進めていくものと思われるが、これらをスムーズに推し進めるため

にも、継続して技術面を含めた側方支援を行うことが、より上位目標の達成を確実にす

るものと思慮する。

　　　　なお、派遣専門家は、その国の実態、体制、伝統、国民性を十分に把握した者を選任す

ることが適切であるとともに、水力土木・発変電・送電・配電の広範囲を網羅している

LEPTS 案については、１名のみの支援だけでは困難であるため、専門家を常時支援す

る何らかの体制づくりが望まれる。専門家は適宜、支援体制を活用することにより、す

べての分野について、適切にラオス側を側方支援することが可能になると思われる。

　　　・電力セクター全体の協力のための調整、助言活動

　　　　日本からの協力は、無償資金協力、技術協力（開発調査、個別専門家、プロジェクト等）

など様々なスキームが存在する。本プロジェクトの成果物 LEPTS 案は、ラオス電力セ

クターへの協力すべてに関係するため、協力案件すべてに「LEPTS 案」の普及運用を

織り込むことや、LEPTS 案普及運用を主眼とした各スキームの活用など、ラオス電力

セクター全体を見通して横断的に協力を組み合わせることによる積極的な展開が望ま

れる。これらについては、JICA本部、JICAラオス事務所などより高い視点からの調整、

助言も必要となる。

　　　・法制化後の技術基準管理体制の確立

　　　　LEPTS 案制度化により、DOE の監督部門としての業務内容が明確化されることから、

実運用に備えて、管理組織体制を確立しておく必要がある。

　　　　このうち、基準の改定、設計審査、報告受理等については、本プロジェクトにより移転

された技術力により対応が可能だと思われるが、設備導入時及び運転開始後の物の検査

については、専門知識だけでなく経験を備えた技術者が必要であり、現状の電力局の人

員では対応が難しいと思われる。これに対しては、当面、他の機関の専門家をアドバイ

ザーとして支援を受ける方法等により対応可能と考えられる。これらの体制について、

人員、技術力及び業務量等を相互に勘案したうえで事前に確立しておくことが、法制化

後の運用を適切に行ううえで極めて重要となるが、本件がラオスにとって新たな制度の

導入であることから、側方的なアドバイスも必要だと思われる。
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　　②屋内配線分野のフォローアップ（短期専門家（屋内配線）：２名、C/P研修、機材供与等）

　　　屋内配線分野については、既に現行プロジェクトにより技術基準は完成し、本プロジェク

トの当初の目的は達成される見込みであるものの、ガイドラインの素案（非公式な雛形）

が完成している他の分野と違い、法制化に向けての準備が不足しているため、同分野の

フォローアップを実施することを主な TORとしている。

　　　本専門家を派遣する場合は、プロジェクトのフォローアップ専門家、現在要請の出ている

技術協力プロジェクト、又は新規に要請書により派遣することが考えられる。

　　　なお、本分野においては、屋内配線を含む電気設備使用場所の電気設備の不備により工場、

一般家庭等で人身事故や火災が発生していることもあり、ラオス側の要望が高い。

　　【技術的観点からの評価】

　　　屋内配電設備については、民間が施工管理しており、その他の設備のような EDL、県等

の行政が主体で施工管理する設備とは性格が異なる。しかし、監督官庁は DOE であり、

他の設備と同様である。

　　　屋内配電設備の施設については、施工業者が自由に参入することが可能であり、その範囲

は広く、技術力についても格差があるものと推測される。本プロジェクトにより当該基準

の整備については達成されているものの、このような格差を埋めるためには、その他の設

備以上に基準をブレイクダウンしたガイドライン（解説書）を作成したうえでの広報・普

及活動を実施し、施工業者等の理解を得ていくことが必要である。

　　　ガイドライン作成にあたっては、当該設備施設の不備が、直接一般国民の災害につながる

ことの重要性に鑑み、具体的施工例等を網羅した絵解き解説書となるよう、技術専門家の

支援が求められている。

　(2) 電力セクター行政官及び技術者の養成プロジェクト

　　　技術基準法制化後の電力セクター行政官、及び技術者の人材育成に係る協力であり、現行

のプロジェクトを受けてフェーズⅡとして位置づけたもの。各分野のガイドライン整備と新

規・既存設備への技術基準適用を内容とした３年間の新規技術協力プロジェクトである。

　　　ただし、本案件は基本的には LEPTS の法制化がプロジェクト開始の前提となることが考

えられるため、プロジェクト開始時期については、法制化の推移を見極めつつ決定すること

が肝要だと思われる。

　　　本件については、現時点で要請書が提出されていないため、実施可否の検討以前に、2003

年度の技術協力プロジェクト新規要請案件として、正式ルートで早急に要請書を JICA 本部

に提出してもらう必要がある。
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　　【技術的観点からの評価】

　　　今回は新たに技術基準を導入することから、適用事例等に関する経験の蓄積と条文内容の

正しい解釈と理解を必須条件に、技術基準を効率的かつ円滑に運用するための十分な行政

能力、あるいは実務能力を身につけることが必要となる。具体的には、内容の解釈・理解

と広範な適用例や応用例等を網羅するガイドライン(解説)並びに各種運用に係る要領等の

整備、その監督、監理にあたる行政官の育成及び事業者側で実践運用できる責任能力のあ

る主任技術者の養成等が急務となる。

　　　特に、行政官の育成について、設計審査、報告受理等の書類審査的なものについては、本

プロジェクトで移転された技術力により対応が可能だと考えられるが、検査等で実際の物

について、その技術基準の適合性を判断するには、専門的知識もさることながら、経験を

備えた技術者が必要であり、その養成には、既設設備を活用することで経験を補填するよ

うな方法が考えられる。

　　　また、技術的な進歩による基準の見直しについては、当面実施の必要はないと思われるが、

DOEの技術者に継続的な技術力の向上が求められる。

　　　行政官及び技術者の養成については、当面の課題であるとともに、人員の入れ替え等によ

り業務に支障を来さないように体系化しておくことも、今後の運用において重要である。

　　　　なお、次期プロジェクトの計画にあたっては、本プロジェクトの成功の要因が、「LEPTS

案作成」という成果が明確であり、これを軸とした活動が実施されたことにあることから、

同様に具体的成果物の設定をすることが重要であり、PDM の設定にあたっては十分に考

慮する必要がある。

　　　また電力セクターに限らず、あらゆる分野の類似プロジェクトを調査し、それらで得られ

た提言・教訓などを分析し、次プロジェクトに反映させることも重要であろう。また、日

本からのプロジェクトに限らず、他国ドナーによるラオスへの類似プロジェクトを調査し、

それらの成果を活用することは効率的な協力につながると思われる（例えば、EDF が整

備した EDL トレーニングセンターのカリキュラムに LEPTS を反映させる、LEPTS その

もののカリキュラムを設けるなどが考えられる)。
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